２０１０年６月４日　第２回定例議会代表質問　　　　日本共産党　菅谷郁恵

日本共産党大田区議団を代表して質問します。
6月2日民主党鳩山首相は辞任しました。これは、国民の期待に背き、公約を裏切った政治が、国民的な怒りに包囲された結果です。　　

普天間基地移転では「移設」先として「国外、最低でも県外」と公約に掲げたことをやぶり、キャンプ・シュワブの「辺野古崎地区及びこれに隣接する水域」とする共同発表を行い、鹿児島・徳之島本土にも訓練を分散するという、自公政権時代より間さらに悪いものとなっており「沖縄には基地はいらない」「普天間基地の無条件撤去を」沖縄県民、国民の怒りの広がりがあります。

くらしの問題では、公約に掲げた後期高齢者医療制度の廃止は4年後まで先送りし、大企業が喜ぶ抜け穴だらけの労働者派遣法の改正、障害者自立支援法の応益負担改正についても約束したのに期限も明記されない、さらに普天間基地の問題、「政治とかねの問題」でも国民への説明責任を果たさず、消費税増税の議論は進める方向、などあらゆる面で国民の期待を裏切り、国民の怒りが鳩山首相、小沢幹事長を退陣させました。

本日首班指名選挙が行われていますが、民主党の代表選挙に立候補した2名ともアメリカとの合意は守ると言っているように、普天間基地移転をはじめとした公約違反は首相個人の問題でなく民主党政権共同の責任が問われています。首相、幹事長が辞任したからといって許されるものではありません。

民主党政権が国民の期待に背く政治になっているのも、その根底には、アメリカと財界にモノがいえない政治があります。
日本共産党志位和夫委員長はワシントンでアメリカの国務省メア部長と懇談し「普天間基地は無条件撤去しかない」ということを真正面から直談判しました。アメリカにものが言える政党か言われる政党かが問われています。
日本共産党はアメリカ、大企業へ国民の立場で堂々とモノをいい、政治を動かしてきた政党です。今後も、歴史を前へ前へと大きく動かすため、国民が主人公の政治実現のためがんばる決意です。

· 区長は、平和のために積極的に行動を！
次に平和の問題です。
さて、５月３日から28日までニューヨークで、（NPT）核不拡散条約の再検討会議が開かれ、｢核兵器の完全廃絶｣にむけて行動計画を合意できたことは重要な一歩前進です。ニューヨークの行動には、日本で政党の党首としてただ一人志位和夫委員長が参加しました。世界各国の首脳、再検討会議の議長、委員長など幅広く懇談し、「世界から核兵器の廃絶という国際交渉を始めよう」というわが党の提案に議長は共感を寄せました。
さて、松原区長は平和市長会議加盟を表明以後、「いつ加盟するのか」という総務財政委員会でわが党の質問に「最高のタイミングを見てはいる」と部長は答えましたが、先ほど区長が述べた加盟した6月1日が「最高のタイミング」だったのでしょうか。
Ｑ：（NPＴ）核不拡散条約再検討会議には平和市長会議参加の呼びかけをしている被爆地の広島・長崎の市長も参加しています。松原区長は平和市長会議への加盟を第1回定例会で表明したのですから、せめて、（NPT）核不拡散条約再検討会議が始まる前に入るべきではなかったのでしょうか。
区長、平和市長会議に入ってどのような活動をする決意ですか。長崎、広島の訪問はもちろん、例えば「2020核廃絶広島会議」が今年、7月27日から29日まで開催されますが、参加して、平和の先頭に立つことです。お答えください。

A：平和市長会議についてのご質問をいただきました。
これは、先ほど本会議の冒頭でご報告申し上げましたように、平和市長会議には、６月１日付けで加盟をさせていただきました。

今後は、この会議の趣旨に沿って取り組みをしてまいりたいと思っております。

なお、７月27日からの会議でございますが、これには先約があり欠席いたします。

先ほど古山議員にも申し上げましたが、８月６日と９日の広島市、長崎市の平和記念式典には参加をさせていただきたいというふうに予定を組まさせていただいております。

◆京浜急行は公共交通機関としての社会的責任をはたせ
次に、京浜急行問題です。今、小中学校の運動会でもどこでも話題になるのは京浜急行が京急蒲田駅に止まらない問題です。町会長など、「2年後しか泊まらないのかね。その間何もしないのか」「最初に、蒲田駅に止まるか止まらないかも確認しなかったのか、そのときの協定はどうだったのか」など疑問が寄せられます。また、京急の電車に乗車すると大きな中吊り広告には「羽田ダイレクト」新「エアポート快特、品川→羽田空港駅16分、羽田→品川15分、品川羽田ノンストップ」などがかけられており、これらを見るとまさに京急蒲田に止まることは最初から意識されていないこと、大田区民のことなど考えていないことがわかります。京浜急行はモノレールが浜松町から羽田間16分、京急が品川から羽田間16分というこの競争に負けられないなどとしていますが、これが儲け優先の企業の論理です。わが党は、儲け優先の開発には断固抗議します。

大田区や議会の決議文、申し入れ書に対する京急の回答は「事前説明、報告が不十分」で迷惑をかけた「国際都市としての羽田空港発展と空港線をはじめとする沿線価値の一段の向上に貢献することを目指す」で京急蒲田駅に止まるとは一言もありません。
京浜急行はもともと京浜工業地帯で働く労働者の通勤を支えてきた電車です。時代が変わったとはいえここまで発展してきたのは長い間、地域住民、利用客によって支えられているのです。

京急グループ・コンプライアンズ指針では「京急グループを取り巻くすべての皆様からの信頼にこたえ，企業市民として期待される社会的責任を果たすため行動の原則を定めます」となっていますが、今回のことは社会的責任を果たしているでしょうか。建設費の80％が税金ですから企業とはいえ公共的交通機関の役割、社会責任があります。
区長、京急蒲田駅に止まるまで、ともに戦おうではありませんか。
また、ダイヤ改正について大田区と相談しなかったことは、これまでも「特急電車を平和島駅にとめるべき」「踏み切りのしまっている時間が長い」など区民の声に答えてこなかった企業の姿勢があると考えます。

Q：京浜急行は、構内トイレ設置でも、エレベーター設置でも他社に遅れています。これらは、地域住民の世論と運動で実現させてきました。先日、携帯電話に夢中の女性が電車にはねられて命を無くすということが報道されました。　　

わが党はこれまでホームドアの設置、ホーム柵の設置することを京急に働きかけるべきと質問を行ってきました。新「快特エアポート」電車を走行させる以上「3つドア、4つドアがあって無理」では通用しません。横浜駅には、ホームドアが設置されているではありませんか。大田区内の京浜急行の各駅に、命と安全を守る責任を果たすためホームドア、ホーム柵の設置を求めて実現させることです。おこたえください。

A：次に、京急線のホームドア、ホーム柵の設置についてのご質問をいただきました。
議員ご指摘のとおり、ホームドア、ホーム柵の設置については、事故を防止する観点からも、安全対策上有効な施設と考えておりますが、設置にあたっては、ご指摘の車両扉の位置の違いなどの課題を解決する必要があると考えられます。

このため、区としては、鉄道事業者の取組み状況や、国や都による支援の状況などを踏まえながら、今後、機会をとらえて、鉄道事業者に働きかけてまいります。

また、立体高架化が実現したとき線路の部分の土地は、大田区は15％確保できるとの説明ですが納得できません。立体高架化の事業は、総額1650億円、うち京浜急行は330億円、国は660億円、都が460億円、大田区200億円であり、80％が税金、公金です。

Q：区民は税金の負担ばかりか工事中の振動、騒音、また、高架化に伴い今新しい騒音に悩んでいます。新「エアポート快特」はスピードも120キロで走ります。また新「快特のおかげで品川～梅屋敷に着くまで20分かかる、どうにかしてほしい」など苦情が続出です。高架した用地利用は、儲け優先で京浜急行が使うのでなく社会的責任を果たすよう、おおた区民のために提供するよう求めること、住民を含めた跡地利用の協議会を立ち上げるよう求めることです。お答えください。

A：次に、高袈下の利用について、お答えでございますが、
高架下の利用については、区民や地域から多くの要望が寄せられております。

京急との間で設ける協議の場において、これについては、どのように取り組みができるか調整してまいりたいというふうに思います。

石原都知事が「京急蒲田に止まらなくても自転車でいける」と発言したことは大問題です。区民も怒っています。5月23日のテレビ番組で実際ﾆｭｳｽキャスターが京急蒲田駅から羽田空港まで自転車で行ったら55分かかったとの報道をしていました。これだけ、マスコミでも取り上げられるのは大田区の姿勢や税金の使い方が問われているのです。区長、石原都知事に抗議すべきです。
◆区民のくらし、営業優先の区政に

さて、次は区民の暮らしの問題です。区長は第１回定例会あいさつで2010年度は「任期の仕上げの年を迎えている」とし、「『元気』ということばを区政運営の中心に位置づけ、舵取りを進めていきたい」といいました。しかし、実際は元気になれるような状況ではありません。区長、国政が悪いときこそ防波堤になるのが区政の役割です。
さて、日本共産党大田区議団は区民の暮らしの実態から3つのゼロを実現しようと提案しています。
第１に特養ホームの待機者をゼロにすることです。
全国では35万人、大田区の待機者は1400人を超える人が特養ホームへの入居を待っているのに、整備が進まないのは、国が低い整備目標を自治体に押し付け、基盤整備の予算を減らしているからです。
先日党区議団は区内民間特別養護老人ホーム、老健施設を地域の方々と視察しました。特別養護老人ホームの利用料金15万円から16万円、老健施設は40万円前後とその利用料金を聞いただけでため息が出るばかりでした。「自分の年金ではだめだ」「年をとって、医療も介護も金次第というのは、日本という国はなんなんだ」と改めて参加者ともども怒りがわいてきます。まず、施設が足りない、高すぎる利用料金を解決することです。

民間特養ホームの経営者からも話をうかがうことができました。まず、施設を作りたくても土地取得が容易でないということです。また、特養ホーム100床整備にあたっても2億円前後の自己資金が必要になり捻出するのに容易でないこと、さらに、働く職員も低賃金で介護職員が集まらなくてたいへんということでした。
区長は、特別養護老人ホームの整備について、先の定例議会でわが党の質問に「地域福祉保険計画で掲げた160床以上の目標の達成に努めてまいります」と答えています。
Q：今年度大田区は、特別養護老人ホーム整備促進8億4327万円、従来の施設整備補助に加え新たに施設整備資金の貸付制度を創設しました。とってもよいことですが「地域保健福祉計画で掲げた160床では、待っている人には間に合いません。戦後ベビーブーム世代が高齢になる2015年は待ったなしです。それに見合う整備計画を作り待機者の解消を図ることです。
大田区では緊急度が高い、今年3月Aランク250人がまず入れるようにすることです。
特養ホームなどの整備に対する国の補助金制度の復活、都市部での用地取得支援など国や都の財政支援を求めることです。お答えください。

A：次に、特別養護老人ホーム等の整備についてのご質問をいただきました。
ご承知のとおり、たいへん日本は急速に進展いたします高齢化社会にあって、特別養護老人ホームの整備は、区においても重要な課題であると強く認識しております。

特別養護老人ホームの整備につきましては、区では、平成20年度から施設整備費補助額を1.5倍程度に引き上げて、さらに、平成22年度からは、貸付金の制度を活用して、現在、２か所（１４４床、ショートステイ18床）の整備を進めているところでございます。

また、国や都の財政支援につきましては、従来から、他の自治体と連携して、施設整備を促進するための支援強化策を要望しております。

さて、介護保険制度ができて10年になりました。本来介護とは、高齢期をむかえた人の、その人らしい、人間らしい生活を支え保障するものです。介護保険法に掲げられている高齢者の「尊厳の保持」実現を目指すことではないでしょうか。

31日に開かれた社会保障審議会の介護保険部会で「家事援助をはずす」議論が出ています。これが実行されたらたいへんです。国にしっかり意見を言うことです。
また、高齢化の問題では病気、加齢で難聴になりやすいという問題があります。今年度予算で所得制限がありますが補聴器の一部助成が始まり区民に喜ばれています。

私は2009年の款別質疑で補聴器使用の方々の磁器ループを取り上げ、各施設に設置することを提案しました。補聴器は周囲の音をすべて拾います。磁気ループは音声記号を磁気に置き換えて、磁気ループに対応できる補聴器に伝えるシステムです。磁気ループに囲まれた中では、補聴器のつまみを「T」に合わせると目的の音声だけを聞き取ることができます。
私は、担当課長からいただいた資料で磁気ループが導入してある区民プラザ（ホール）区民ホールアプリコホール（一部）大田文化の森ホール施設の担当者に聞いてみたところ「どういうものですか」「音声誘導装置のことですか？」など施設に設備があってもそのことすら知りませんでした。ですから、区民に案内もできませんね。磁気ループというものが設置されていてもどこに設置されているのか引き継がれてもいない、「使うといっても何年に1回でしょうから」ではすまされません。広報もしていないのですから。磁気ループは区民の税金を使って設置した区民の財産です。活用できるように努力すべきです。
Q：区長、施設の担当者はもとより区民にせめて周知すべきではないでしょうか。磁気ループ設置のことを区民が知ればもっと外に出て活動する機会が増えます。建設中の大田体育館には設置の予定ですが、萩中集会所や老朽化した施設改修、学校の建て替え時に設置すること、議場傍聴席、委員会室なども。さらに会議用に簡易貸し出しようの磁気ループを求めます。考えを聞かせてください。
A：次に、ご指摘の磁気ループの設置を求める質問ですが、

補聴器を利用される方々が、講演会等で、より鮮明に音声を聞くことができる磁気ループは、既に、大田区民プラザ、区民ホールアプリコ、大田文化の森に設置しております。

なお、現在建設中の大田区総合体育館にも導入予定としているところでございます。

今後も、必要なところには設置するとともに、区民の皆様にご利用いただけますように一層ＰＲに努めてまいりたいと思います。

また、簡易型の装置及び貸出し用の磁気ループ等につきましては、今後、その必要性、効果等を含め、課題の整理をしてまいりたいと思います。

さて、2番目は保育園の待機児童をゼロにすることです。

私の住まいの近くでも、平和島認証保育園ができました。産業道路と第1京浜国道沿いで常に車の往来が激しいところです。マンションビルの1階でいつもカーテンが閉められています。「このようなところに保育園が、このような環境でこどもにもいいのだろうか」と思うような場所です。
今、数ヶ月でも認証に入れておけば点数が上がると認証保育園に預けている保護者も増えています。江東区では0歳児に入園できた子どもの多くが数ヶ月でも認証保育園に入園させていたというお子さんで「保活」という言葉もうまれました。
2010年度の待機児童数は4月1日現在402人で、昨年より88人増えました。また、旧定義の認可保育園に入りたいけれども入れない数は694人です。大田区は待機児童増加の対策として、副区長を本部に待機児童対策本部を設置して対応しています。昨年は改築による定員増、認可園の増設、認証保育園の増などで417人定員を増やしました。しかし、待機児童は減るどころか増えています。

大田区の保育園建設の経過は、1940年代は3園（公立2園、私立1園）作られました。50年代は11園（公立2園私立9園）、60年代は13園（公立11園私立2園）、70年代は一挙に公立37園、ポストの数ほど保育園をの運動、革新都政誕生と共に実現しました。80年代は９園（公立8園私立１園）、しかし、90年代は公立も私立も建設は0で1園も作られませんでした。1994年（平成16年）小泉構造改革は待機児童の増大に伴い「待機児ゼロ作戦」をうちだし、50人以上の待機児童をかかえる自治体は解消計画を報告する義務をつけました。一方、財源は一般財源化しました。これと同時に地方自治体で何が起こったか、待機児童が増えているにもかかわらず、保育園を作らず、民間委託を熱心に行うようになるのです、

大田区でも計画になかった西蒲田保育園、山王保育園が前倒しで民間委託されました。財源の一般財源化は、何に使ってもよいということになりますから、予算が減らされてぱったりと保育園建設をやめたのです。その結果が現在の状況です。保育園の需要が増えているにもかかわらず、保育園を作ることをおこたり、足りないからと狭い保育室に子どもたちを詰め込むことは許せません。

大田区は努力したといっても法律を守っていないからです

Q：児童福祉法24条は保育にかける子どもは自治体の責任で措置しなければならないとなっています。ところがこの間法律が守られていません。守られなくても仕方がないという状況が続いています。自治体の役割は、児童福祉法を正面にすえ、一人の待機児童を出さないことです。おこたえください。

A ：次に、児童福祉法第24条に関する規定に基づきまして、待機児対策をとのご質問でございますが、

児童福祉法第24条は、児童が保育に欠ける場合に、保育所において保育しなければならないと定めています。

しかし、保育需要の増大等の止むを得ない事情がある場合には、保育所入所を公正な選考により行うことができるとしております。

区における待機児解消については、昨年度、大田区待機児解消対策本部を設置し、保育サービス定員拡大に努めてまいったところでございます。その結果は、昨年度の待機児数を上回る定員拡大を図ったところでございます。

しかし、今年度も、経済状況によると思いますが、保育需要の増大によって、昨年度を上回る待機児童が出ているところでございます。

今年度も待機児解消対策を前年度に引き続き行ってまいりたいと思います。

具体的に申し上げますと、旧・西六郷児童館の保育園転用、認可保育園の定員拡大、私立認可保育園や認証保育所の開設支援、グループ保育室の開設等を行ってまいりたいと考えております。

これによりまして、ひとりでも多くの入所希望児童が保育所等に入所できるように、努力を続けて参りたいと思います。

隣の世田谷区では、昨年600人の定員を増やし、1万人の定員まで到達しました。今年度は1500人分認可園で増やす目標です。担当者に話を聞きましたが、保育園入園の希望が増えるのは、ワークライフバランスの考えが広がり、子どもを産んで仕事をやめず、職場復帰する女性が増えてきていること、受け入れる環境が不十分であっても整ってきていること、乳幼児の数が若干増えていること、また、不況で働かなければならないなどの理由があると需要をとらえ、とにかく各部署で考えられる限り用地を出し合ったそうです。広い公園の一角、学校内の敷地で活用できるところ、道路用の代替地として購入しておいたところなどです。40人から50人の小型園で認可園の分園です。

Q：待機児童の解消は、つめこみでなく、認可園を増設することです。日本共産党小池晃議員の質問に政府も国有地の活用を「前向きに検討する」と答えています。大田区でも国有地（12件）、都有地、区の土地（土地開発公社所有48件）があります。ひとつひとつ検討したのでしょうか。大田区の施設の活用、嶺町庁舎、旧蒲田幼稚園舎等あります。全庁あげてあらゆる知恵をだしあい、区民のために、待機児童解消をすることです。大田区の考えをおこたえください。

A：次に、国有地、都有地、区の土地や大田区の施設活用を行い、認可保育所の増設を検討すべきとご質問でございますが、

昨年、待機児童解消対策本部を設置しましたが、待機児解消は、まさに「待ったなし」の状況が続いております。

この中で区有地の活用及び区施設の活用については、関係各部の協力を得ながら検討を進めて参りました。

区有地活用による認可保育所の開設は、中央五丁目30番の用地活用による計画を進めているところでございます。

国有地および都有地の活用の検討については、今後、情報を収集し待機児解消対策本部で、活用のあり方について議論を深めて参りたいと考えています。

区長、国際都市大田というのであればスウエーデン（ストックホルム市）7，5へーベー、フランス（パリ市）5，5へーベー並みに保育室面積はじめ保育環境を引き上げることです。

3番目のゼロは高齢者の医療費の無料化です。

保険証があるのに医者にかかれない。医療の自己負担を払えないためです。命を守るべき医療保険の負担が重過ぎて病院にかかれず命を落とすことがあっていいでしょうか。後期高齢者医療制度保険料の値上げも4月から始まりました。ＯECD加盟国30カ国のうちイギリスイタリアなど12カ国は窓口負担がゼロです。定額・低額の国を含めると8割の国でお金の心配がなく医療が保証されています。3割もの窓口負担を求める日本は異常です。少なくても国の負担で子どもと高齢者の医療費は無料にすべきです。

次に、区民の安全、安心の問題です。
羽田空港の国際化は、D滑走路が供用開始とともに、離発着回数が30、3万回から40，7万回へ順次増大し、過密状況はさらに厳しくなります。

しかも、国の提案は早朝7時から8時の左旋回、通称ハミングバードは3便を飛ばすもので、Ｄ滑走路の供用開始後も左旋回（ハミングバード）はなくなりません。国土交通省の大田区に対する回答は｢空港運用の慣熟を経て数年で左旋回（ハミングバード）は廃止する｣となっていますが、慣熟がいったいいつなのか、ダイヤが改正されて決まってしまえば不可能になるのではと地元の皆さんが心配するのは当然です。先日の委員会で大田区は最後までせめぎあいの結果といっていますが、国は左旋回は０にすべきなのです。

これまで、大田区議会は飛行機の墜落事故、羽田空港のもたらす騒音など、区民の命、安全を守るため、羽田空港撤去決議、羽田空港対策特別委員会設置、騒音問題で国土交通省に交渉など左旋回、ハミングバード解消のため議会を挙げて努力してきました。

Q：松原区長は、平成21年５月28日、国土交通省に対し、航空機の低騒音の機材変更について要望書を提出していますが、これは、左旋回容認の立場です。機材変更をすればいいものではありません。内陸部への「左旋回ハミングバードやめよ」の区民の願いを実現する立場を最後まで貫き、交渉することです。大田区が歩み寄ることではないのです。おこたえください。

A：次に、Ａ滑走路北側離陸左旋回についてのご質問をいただきました。

この10月に予定されております羽田空港再拡張後の空港の運用について、１年間にわたり、国土交通省と協議を重ねてきたところでございます。

現在、１日５便を限度として運用されております、いわゆる左旋回について、国は朝の出発需要が高いとして、５便の継続を強く主張してきました。

これに対し区は、区民及び区議会の意向を十分踏まえ、発着容量の拡大にあわせてこれを廃止することを求めて交渉してまいりましたが、平行線となっておりました。

しかし、羽田空港の発着容量は、再拡張後直ちに40.7万回になるのではなく、段階的に増枠されるため、本年の交渉の中で、Ｄ滑走路供用後から１日３便以下に減らすとともに、今後の空港運用の習熟を経て数年で廃止することを目標とすることで合意に至ったものでございます。

従いまして、今後も引き続き航空機騒音の低減に向けて取り組んでまいります。

先日、ハブ化を考えるシンポジウムが開かれました。大阪の大学教授は、サウンドスケープ概念に基づく環境アセスメント、つまりデシベルで計るだけでなく地域・住民から見た音環境、人体に及ぼす影響で環境を考える時代になっていることを発言していました。ですから、横田空域の解消に伴う騒音問題も65デシベル代だからいいということではない、ただ音の大きさだけで測るものではないという時代になってきました。

また、23時台から5時台までの深夜早朝便は1日最大11２回の離発着です。これにも大田区は「よし」としました。1時間の発着回数は現行回数を踏まえつつ離着陸合わせて最大20回とするとなっています。単純に平均すると1時間当たり16回の離発着です。4分間隔で1機飛ぶことになります。大田区上空は飛行しないといっても24時間眠らない空港です。これまで、わが党は議会で繰り返し環境問題からも質問を行ってきました。わが党への第1回定例会の質問に「今後も生活環境の向上を重視しながら、空港と地域がとが調和するまちづくりを進めていきたいと考えている」答えています。
Q：また、区長は航空機騒音などの生活環境への影響や道路負荷の増大が懸念され、地元区大きな課題でありますので関係機関と協議を進めていかなければならないと答えています。夜中の騒音、振動、さらに、京急線の深夜早朝運行、ヤマト、佐川急便などの貨物トラックの運行など羽田糀谷地域はますます深刻な公害地域になります。喘息患者が乳幼児に増えてきていること、騒音で睡眠障害、うつなどの健康被害など総合的に環境という観点からもしっかり調査し、対策をとることですが一向に何を協議しているのかわかりません。協議には区民を広く入れることです。便利になることで人間の健康を損なうことは問題です。

また、24時間空港化が区民にどれくらい知られているのでしょうか。6月1日区報にのりましたが、すべての区民に届いていません。地域力というのであれば区民に知らせ、意見を聞くことです。おこたえください。

A：次に、航空機騒音に関する協議と区民との関わりに関するご質問ですが、

区民の皆様の生活環境に関わることでございますので、特に航空機騒音の影響が大きい地域の自治会・町会長の方々で構成される「羽田空港移転騒音対策連合協議会」を節々で開催し、協議の状況を報告し、ご意見を頂戴しながら進めてまいったところでございます。

また、菅谷議員が委員となられております「羽田空港対策特別委員会」へも適時にご報告し、ご意見を踏まえて協議してまいりました。

その協議結果の概要につきましては、大田区報の6月1日号や大田区ホームページでお知らせをしております。

区のくらしの最後に、先に述べたように大田区は緊急課題に保育園の待機児童解消、特養ホームの待機者解消、大田区のものづくり、中小企業を守るなど緊急課題があります。また、第1回定例会でもあったように区民の税収は激減します。このような時に税金の使い方が問われています。
Q：「国際都市」のまちづくりと関連して蒲蒲線促進事業計画、羽田空港跡地購入、羽田空港グランドビジョン2030の発表、５月11日区報では、蒲田駅周辺グランドデザインが掲載されました。また、大森駅周辺地区グランドデザイン、京急蒲田、糀谷、雑色の3駅前再開発など開発計画が目白押しです。　　

蒲・蒲促進事業費用360億円は中止し、特養ホーム建設、保育園建設に使えば、区内の業者に仕事おこし、職員の採用など経済の活性になるものです。

区民の生活がたいへんなときこそ大型開発はやめ税金の無駄使いはやめること、区民の大切な税金は、区民の暮らし、営業、福祉に回すときです。

地域住民が主人公という視点に立つべきときです。お答えください。

A：次に、区民の大切な税金は区民の暮らし、営業、福祉に回すべきだとのご意見をいただきました。

議員ご指摘のとおり、景気の先行きは依然不透明であります。ここ数年は、厳しい財政状況が想定されます。

そうしたなかでも、区民の生活の安定に不可欠な事業を着実に推進する必要があると認識しております。

新空港線「蒲蒲線」、羽田空港跡地活用、空港臨海部グランドビジョン2030、蒲田及び大森地区のグランドデザインなどは、これからの大田区の将来を見据えた重要な事業であります。

子どもも高齢者も外国人や障がい者も、安心して暮らすことができる地域社会の実現、区内産業の活性化などと同様に、都市基盤の整備も、区が取り組むべき重要な施策であり、しっかりと推進していきたいと考えております。

こうしたことを踏まえ、おおた未来プラン10年におきまして、幅広い施策・分野にわたって、目標や取組むべき具体的事業をお示ししたところです。

今後とも、区民の皆様のお知恵とお力をお借りしながら、地域力を結集し、目標の実現に取組んでまいります。

· 地域主権改革は国の社会保障の責任を放棄するもの

次に、区政にかかわる地域主権改革一括法案についてです。「地域のことは地域の住民が責任持って決める」という「地域主権一括法案」は一見住民が主人公になるのかと期待を持つことばですが、自民党政権下で進められてきた「地方分権」の流れに沿った「義務付け・枠付けの見直し」として国の法令で定めているさまざまな行政の基準を41法律にわたり一気に変えようというものです。保育所、児童養護施設、知的障害者施設や特別養護老人ホームなど福祉施設の国の定める最低基準を撤廃し、ガイドライン化した上で、地方の条例にゆだねるものです。

東京など待機児童が多い市区町村では、保育所の居住面積基準も自治体にゆだねられるものです。現在でも一人あたり１，９８平方メートルと国際的にも低い基準の下で緩和されれば子どものつめこみがいっそうひどくなる危険性は大きく、現在でも低い職員の配置基準がされに引き下げられます。このほか、給食室、園庭、医務室、避難用スロープの設置基準の撤廃など保育の内容、質が大きく後退しかねません。

特別養護老人ホームの居住面積基準を引き下げる方針であることも明らかになりました。1室あたり13，2平方メートル（約8畳）以上とされている個室の面積を10，65平方メートル（約6畳）に引き下げるというもので、国の基準そのものを引き下げた上に「地方が従うべき基準」にするというものです。

Q：「地方主権改革」一括法案で国の責任を放棄して地方負かせにし、さらに現行の不十分な国の最低基準さえも、これを引き下げようという動きは認められません。

さらに「地方主権」の名のもとで国が地方に出している国庫補助金を一括交付金化し「一般財源化」する方向も出ています。財政が厳しい中での一般財源化は福祉予算が削られることが予想されます。国民生活の最低基準にかかわる問題を地方自治体にまるなげし、国の責任を投げ捨てるものです。
保育では、最低基準には子どもたちが健やかに発達できる環境を国が保障し、その水準は時代と共に引き上げることが明記されています。現在世界と比べて低い水準にあるとはいえ国の財政保障の基準になるなど重要な役割を果たしており、絶対になくしてはならないものです。大田区として意見を上げるべきです。考えを聞かせてください。

A：次に、国民生活における最低基準は国の責任であると、国に意見を出すべきではないか、とのご質問をいただきました。

一括交付金化については、この4月に内閣府の依頼に対して、私は区長として意見を提出したところでございます。

その趣旨は、福祉など一定の水準を維持する必要がある行政サービスについては、国としての責任を果たすこと、中期的には国から地方への抜本的な税源移譲を検討することであります。

福祉施策は、区民生活に深く関わるものであり、今後も補助金制度改革の動きを見据えながら、国の制度改革よって、本来、国が果たすべき役割を自治体に押しつけることがないよう注視してまいります。

◆30人学級の実現で、子どもたちに行き届いた教育を

次に教育の問題です。
今年度より東京都は小1問題、中1プロブレムに対応するとして子どもの人数は39人以下にする、そして教員の加配をして対応すると決め予算化しました。これは、教職員、保護者、地域住民の願いである少人数学級に一歩踏み出すものとして、私たちは歓迎するものです。また、教員の加配は学級規模の縮小かチームテイチングか各自治体、学校の判断に任せるとなっています。私は、大田区の対応について、子ども文教委員会で質問をしたところ小学校2校、中学校7校が対象校であり、すべてをチームテイチングにするという説明でした。
そこで区議団で23区と市町村を調査したところ、学級規模を縮小したところが多いのです。それも学校の判断を尊重しています。東京都の市区町村全体では、小学校の学級規模縮小は13区24校（12市町21校）、中学校9区12校（11市13校）です。チームテイチングは小学校4区6校（2市2校）、中学校5区11校（4市４校）です。
大田区は、教育長名でチームテイチングで対応するよう通達をまで出しています。
この調査を受け5月７日、教育長に対し要望書を提出しました。

Q：教育長は、懇談の中で、学級規模縮小をすると学級数が足りないところも出てくる、できる学校、できない学校の不公平が起きること、少人数の学級を視察したが決してよい活発な授業が行われているわけではないと説明しました。

一方「学級規模の縮小がよい」という学校もあったという話もありました。教育委員会はその声に応えるべきではありませんか。

東京都は「この結果を検証する」といっていますが、大田区は、学級規模縮小をしないでチームテイチングだけにしたのですから検証しようにもできないのではありませんか。まず、学級規模縮小に踏み出すことです。お答えください。

A：【教育長答弁】

小１問題、中１ギャップの予防解決のための加配教員を学級規模縮小の方法で配置すべきとの質問でございますが

これについては、東京都教育委員会が、加配教員を学級規模の縮小で活用するか又は、チームティーチング等の方法で活用するかは、各区の判断事項としています。

そこで、大田区は、平成23年度以降のこの制度が不透明であること、更に、余裕教室がなく、従って学級規模の縮小がとれない、といった学校が生ずる恐れがあるため、今年度は学校現場で柔軟に対応できるチームティーチングや少人数指導を選択いたしました。

平成23年度につきましては、今年度の検証結果に基づき都の対応や学校長の意見、空き教室の状況なども考慮しながら対処方針を定めていきたいと考えております。

毎年、入学式に参加するとPTAのみなさんや民生委員、町会長のみなさんと話題になるのが子どもの数と一クラスの人数です。あと二人はいってきたら、一クラスの人数が31人になるのですけどねなど一クラスの人数が小さいことを期待していることが分かります。

Q：世界でも少人数学級は当たり前です。東京都に30人学級に踏み出すことを求めること、大田区でも独自に30人学級に踏み出すことです。お答えください。
A：30人学級に踏み出せといったご質問でございますが、

これについては、先ほど菅谷議員が、少人数学級が必ずしも活発に授業等を行ってないと仰りましたが、私の考えでは学級規模の大きい少ないによって、教育効果が常に少ないほうが優れているとの結論は出ないだろうと、規模の大小がストレートに教育の質の良し悪しにつながっていかないとは即ち教育は、教師の意欲・授業力、子どもたちの意欲・関心、クラスのチームの状況、こういった主体的な要因が非常に深く関わっておりますので、単純な議論はできないということでございまして、

大田区としては学習指導員、生活指導員、特別指導員などを投入し、現在の学級規模の中でも先生方の負担が軽減され、良い教育ができるという対応をしております。

子どもたちが、多くの友達の中で学び、遊ぶことによって、コミュニケーション能力の開発やチームワークの大切さを自覚し、人間関係能力を高めていくことができると考えております。

従いまして、現時点では、生活集団としての40人、学習集団としては少人数習熟度別学習など、きめ細かな指導を通してしていきたいと思っておりますので、ご理解よろしくお願いします。

区長、教育環境は、国際都市おおたの名にふさわしい水準に引き上げようではありませんか。
◆区民の意思が反映される区議会へ

最後に議会の問題です。5月25日臨時議会役職選出において党区議団を排除することが４年間くりかえしおこなわれました。従来正副議長、監査委員、各委員会の正副委員長選出は各会派の議席数に応じて配分されてきましたが、この4年間、第3党である日本共産党を排除しています。

本来、区議会は区民を代表する機関として、公正で民主的な運営をもっとも重んじるべきです。議会役職については、選挙で示された区民の皆さんの意思を尊重し、各会派の議席数に応じて、公正に選出すべきです。わが党を役職からはずすことは、民主主義からして許せないこと。23区でも異例であり、議会の歴史に汚点を残すものです。
◆以上で質問を終わります。
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